
 

熊本県障害者施策推進審議会条例（昭和 48 年熊本県条例第 15 号）（抄） 

 

(趣旨) 

第１条 この条例は、障害者基本法(昭和 45 年法律第 84 号)第 36 条第 3 項の規定

に基づき、熊本県障害者施策推進審議会(以下「審議会」という。)の組織及び運

営に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

 (組織) 

第２条 審議会は、20 人以内の委員をもって組織する。 

２ 委員は、関係行政機関の職員、学識経験のある者、障害者並びに障害者の自立

及び社会参加に関する事業に従事する者のうちから、知事が任命する。 

 

 (任期) 

第３条 委員の任期は、2年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期

間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

 

(会長) 

第４条 審議会に会長を置き、委員の互選によってこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理する。 

３ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長の指名する

委員がその職務を代理する。 

 

(会議) 

第５条 審議会は、会長が招集する。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、会

長の決するところによる。 

 

 (庶務) 

第６条 審議会の庶務は、健康福祉部において処理する。 

 

 (雑則) 

第７条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が

審議会に諮って定める。 

 

参考資料 



障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）（抄） 

 

（障害者基本計画等）  

第１１条 政府は、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策の総合的かつ

計画的な推進を図るため、障害者のための施策に関する基本的な計画（以下「障

害者基本計画」という。）を策定しなければならない。 

２ 都道府県は、障害者基本計画を基本とするとともに、当該都道府県における障

害者の状況等を踏まえ、当該都道府県における障害者のための施策に関する基本

的な計画（以下「都道府県障害者計画」という。）を策定しなければならない。 

３～４ （略） 

５ 都道府県は、都道府県障害者計画を策定するに当たつては、第３６条第１項の

合議制の機関の意見を聴かなければならない。  

８ 第２項又は第３項の規定により都道府県障害者計画又は市町村障害者計画が策

定されたときは、都道府県知事又は市町村長は、これを当該都道府県の議会又は

当該市町村の議会に報告するとともに、その要旨を公表しなければならない。  

９ 第４項及び第７項の規定は障害者基本計画の変更について、第５項及び前項の

規定は都道府県障害者計画の変更について、第６項及び前項の規定は市町村障害

者計画の変更について準用する。  

 

（都道府県等における合議制の機関） 

第３６条 都道府県（地方自治法第２５２条の１９第１項の指定都市（以下「指定

都市という。」を含む。以下同じ。）に、次に掲げる事務を処理するため、審議会

その他の合議制の機関を置く。 

一 都道府県障害者計画に関し、第１１条第５項（同条第９項において準用する

場合を含む。）に規定する事項を処理すること。 

二 当該都道府県における障害者に関する施策の総合的かつ計画的な推進につい

て必要な事項を調査審議し、及びその施策の実施状況を監視すること。 

三 当該都道府県における障害者に関する施策の推進について必要な関係行政機

関相互の連絡調整を要する事項を調査審議すること。 

２ 前項の合議制の機関の委員の構成については、当該機関が様々な障害者の意見

を聴き障害者の実情を踏まえた調査審議を行うことができることとなるよう、配

慮されなければならない。 

３ 前項に定めるもののほか、第一項の合議制の機関の組織及び運営に関し必要な

事項は、条例で定める。  

４～５ （略） 

 

 



障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 

           （平成十七年法律第百二十三号） （抄） 

 

（都道府県障害福祉計画） 

第８９条 都道府県は、基本指針に即して、市町村障害福祉計画の達成に資するた

め、各市町村を通ずる広域的な見地から、障害福祉サービスの提供体制の確保そ

の他この法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画（以下「都道府県障害福祉

計画」という。）を定めるものとする。 

２～６ （略） 

７ 都道府県は、協議会を設置したときは、都道府県障害福祉計画を定め、又は変

更しようとする場合において、あらかじめ、協議会の意見を聴くよう努めなけれ

ばならない。 

８ 都道府県は、都道府県障害福祉計画を定め、又は変更しようとするときは、あ

らかじめ、障害者基本法第三十六条第一項の合議制の機関の意見を聴かなければ

ならない。 

９ （略）  

 

 

 

児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）（抄） 

 

第３３条の２２ 都道府県は、基本指針に即して、市町村障害児福祉計画の達成に資す

るため、各市町村を通ずる広域的な見地から、障害児通所支援等の提供体制の確保

その他障害児通所支援等の円滑な実施に関する計画（以下「都道府県障害児福祉計

画」という。）を定めるものとする。 

２～５ （略） 

６ 都道府県は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第八

十九条の三第一項に規定する協議会を設置したときは、都道府県障害児福祉計画を

定め、又は変更しようとする場合において、あらかじめ、当該協議会の意見を聴くよう

努めなければならない。 

７ 都道府県は、都道府県障害児福祉計画を定め、又は変更しようとするときは、あらか

じめ、障害者基本法第三十六条第一項の合議制の機関の意見を聴かなければなら

ない。 

８ （略） 

 


